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 第2章 人を活
い

かし知をつなぐ科学・技術システム  

近年、国境を越えた知的生産活動や科学・技術人材の国際流動が進展し、国際的な人材獲得
競争が激化している中、我が国の基礎科学力を強化し、課題解決に貢献する科学・技術による
イノベーションを創出するためには、科学・技術を担う人材の育成・確保が不可欠である。平
成22年１月に内閣府が実施した「科学技術と社会に関する世論調査」では、科学・技術の発展
に必要な政策として「次世代を担う若手の科学者、技術者の育成」が最も多い76.6％の回答を
集めており、国民からの期待も大きい。 
これまで我が国は、科学・技術を担う人材として研究者・技術者の養成・確保に努めてきた
が、科学・技術が高度化し、科学・技術と社会との関わりが深化・複雑化している現代社会で
は、多様な能力・資質を持った人材が求められている。このような社会では、高度の専門的な
能力や資質を備え、異なる知識・方法論を持った多種多様な人材が有機的に連携し、それぞれ
の個性を存分に活

い

かしつつ、適切な役割分担の下で科学・技術活動を行い、チームとしての力
を最大限発揮することが重要となってくる。 
科学・技術の振興に必要不可欠とされるこれらの人材は、研究者・技術者のみならず、大学、
研究機関、民間企業、行政機関等におけるマネジメント人材、知財関係人材、産学官連携人材
や、次代を担う人材を育成する理数教員などの多様な人材である。特に、少子化が急速に進展
している我が国においては、これらの人材の一人一人が今まで以上に創造性・生産性を高める
ことが求められている。そして、このような多様な人材が、今後、我が国や人類が必要とする
新たな価値を創出するために欠かせないことから、本白書ではこれらの人材を「価値創造人材」
と総称する。近年、博士号取得者のキャリアパスが問題となっているが、高い専門性と豊かな
学識を身に付けた博士号取得者は、価値創造人材の主要な一翼として、社会の多様な場で活躍
することが期待される。 
また、価値創造人材の活躍する場を提供し、イノベーションを創出する基盤として、研究開
発の成果をイノベーションにつなげるための環境の整備と、国家戦略に基づく研究開発等の業
務を行う研究開発法人の機能強化が重要である。 
第２章では、価値創造人材の育成とイノベーション創出の場の形成に向けた取組を中心に、
我が国の科学・技術システムの状況を示し、今後の展望について概観する。 
 

第１節 価値創造人材の育成に向けて 

人材の育成と活躍の促進  
（１）博士号取得者の重要性の増大 
グローバルな競争社会がますます進展していく中、不確定要因が複雑に絡み合い激変してい
る社会を見通し、的確に社会の変化に対応して、社会の求める新たな価値を創造できる人材の
必要性は高まっている。このような人材として、博士号取得者の活躍が期待されるところであ
る。以下では、価値創造人材の一翼を担う博士号取得者に関して記述する。 
主要国における自然科学系の博士号取得者数の推移を見ると、多くの国で増加傾向にあるが、
特に中国をはじめとするアジア諸国の伸びが大きい（第1-2-1図）。米国の博士号取得者のう
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ち外国人の割合は、近年増加傾向にあり、2006年以降50％を超えている（第1-2-1図）。1996
年以降、米国で自然科学系の博士号を取得した外国人数は、中国（28.2％）、インド（10.7％）、
韓国（9.2％）の順で多く、特に、2004年以降の伸びが著しい（第1-2-2表）。一方、米国で
同分野の博士号を取得した日本人数は漸増傾向にはあるが、全体に占める割合は1.8％と少な
い。また、自然科学系の博士号取得者数を人口100万人当たりで比較すると、我が国は、ドイ
ツ及び英国に大きく及ばず、韓国よりも少ない1（第1-2-3図）。 
 
第 1 2 1 図 主要国における自然科学系の博士号取得者数の推移  

 
第 1 2 2 表 米国において自然科学系の博士号を取得した外国人数（国・地域別）  
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第 1 2 3 図 主要国における人口100万人当たりの自然科学系の博士号取得者数（2005年）  

 
博士号取得者は、高度な知的生産活動の担い手として大きな役割を担っていくことが期待さ
れ、今後もアジア諸国をはじめ世界各国で博士号取得者の増加が見込まれる。特に、中国、イ
ンドをはじめとするアジア諸国は、自国のみならず米国等における博士号取得者数をますます
増加させるものと思われる。今後は、各国の博士号取得者がいわば国際的なネットワークの下
で行う科学・技術活動が、より一層増大するものと考えられることから、我が国も、世界で活
躍できる博士号取得者を質、量ともに充実させる必要がある。 
 
（２）博士号取得者のキャリアパスの現状と課題 
① 我が国における博士課程入学者数の推移 
我が国の自然科学系の博士課程入学者数の推移を見ると、平成３年以降、大学院重点化に伴
って増加していた1が、近年減少傾向に転じており、平成15年の13,190人をピークとして平成
21年には11,348人に低下している（第1-2-4図）。また、修士課程から博士課程への進学率の
推移を見ると、近年低下傾向にあり、特に、理学及び農学分野の低下が著しい（第1-2-5図）。 
また、科学技術政策研究所の定点調査2009によると、「望ましい能力を持つ人材が、博士課
程を目指している」との回答が減少傾向にある（第1-2-6図）。 
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第 1 2 4 図 大学院博士課程への入学者数の推移（自然科学系）  

 
第 1 2 5 図 修士課程から博士課程への進学率の推移（自然科学系）  
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第 1 2 6 図 博士課程進学への意欲等に関する研究者の意識  

 
② 博士課程修了者の進路動向の現状と課題 
自然科学系の博士課程修了者の進路を見ると、修了者11,385人のうち、調査時点で大学が

把握している就職者は9,000人程度であり、このうち大学教員への就職は1,468人、ポストド
クター等への就職は1,654人、民間企業や公的研究機関等への就職は約3,200人である（第
1-2-7表）。博士課程修了者については、学部や修士とは就職活動形態が異なり随時就職先が決
まっていく者が多いこと、帰国する留学生が相当数いることなどから、大学がデータを捕

ほ

捉
そく

で
きていない事例が多いため、アルバイトやパート等の一時的な仕事に就いた者や非就職者、進
路不明者が実態よりも多く計上される傾向にあるものの、一定割合で就職していない者が存在
すると考えられる。 
 
第 1 2 7 表 博士課程修了者の進路（自然科学系の平成 19 年度修了者）  
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また、科学技術政策研究所が実施した「我が国の博士課程修了者の進路動向調査」では、専
攻分野別に、一般学生（留学生、社会人学生を除く）、留学生、社会人学生を区別して、博士課
程修了直後の進路動向が把握できる。これを見ると、社会人学生では民間企業への就職が多く、
留学生では不明等を除いて大学教員への就職が多い。一般学生については、理学及び農学では
ポストドクターになる者が多いのに対して、工学では民間企業への就職が多い。博士課程修了
者の進路動向は、専攻分野のみならず学生の区分によっても異なっていることが分かる（第
1-2-8表）。 
さらに、同調査において博士課程修了時にポストドクターになった者のその後の進路を見る
と、年数経過とともに大学教員職に就く比率が高まっている一方で、５年経過時点でもポスト
ドクターに留まっている者が一定程度存在している（第1-2-9図）。さらに、同研究所の「ポス
トドクター研究活動・生活意識調査」によると、ポストドクターとしての経験年数が６年以上
にわたる者の割合は16％となっており、特に、理学系ではこの割合が25％と他と比べて高い
状況が見られる。 
 
第 1 2 8 表 学生の区分別に見た博士課程修了者の進路（自然科学系の平成 14～18 年度修了者）  
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第 1 2 9 図 博士課程修了直後にポストドクターとなった者のその後の進路  

 
このような博士課程修了直後に定職に就くことができない可能性や、ポストドクター期間が
長期化していることは、修士課程在籍者が、博士課程進学を検討する際の懸念材料となり得る。
科学技術政策研究所が主要な理工系大学院の修士課程在籍者に対して実施した意識調査結果を
見ても、博士課程進学を検討する際に重要な条件として、「博士課程在籍者に対する経済的支
援の充実」と「民間企業などにおける博士課程修了者の雇用の増加」の２点が多く挙げられて
いる（第1-2-10図）。 
 
第 1 2 10 図 博士課程進学を検討する際に重要と考える条件  
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（３）博士号取得者のキャリアパスの多様化に向けて 
① 大学院における人材育成機能の充実 
諸外国が博士号取得者を増加させている中で、望ましい能力を持つ人材が希望を持って博士
課程を目指せるような環境の整備は急務である。このためには、中心的役割を担う大学院（博
士課程）の人材育成機能の充実強化を図ることが必要不可欠である。 
文部科学省中央教育審議会答申「新時代の大学院教育ー国際的に魅力ある大学院教育の構築
に向けてー」（平成17年９月）においては、博士課程は、「研究者として自立して研究活動を行
うに足る、又は高度の専門性が求められる社会の多様な方面で活躍し得る高度の研究能力とそ
の基礎となる豊かな学識を養う課程である」と明記されている。このような学識を身に付けて
いれば、大学や公的研究機関の研究者としてのみならず、民間企業など社会の多様な場で活躍
することが可能であると考えられる。しかし、現実には、産業界や社会から十分に評価されて
いないケースも見られ、大学院教育の一層の充実が求められているところである。総合科学技
術会議基本政策専門調査会も、「将来の産業社会の基盤を支える科学技術系大学院生のための教
育改革」（平成22年１月27日）を提言し、特に広く産業界において国際的に通用する能力・知
識などを十分に備えた、科学・技術人材を育成するための方策等を示している。 
今後、博士課程においては、社会の多様な場で活躍できる人材の育成に向けた教育研究カリ
キュラムを充実させつつ、博士課程の入学選抜や修了認定の適正化など大学院教育の質の確保
に努め、博士号授与に対する社会の信頼・評価を高めることが求められている。 
一方、大学が大学院教育の改革を進めるためにも、産業界は、必要とする博士号取得者像に
ついて明確化することが不可欠であり、産業界として博士課程修了者に求める能力や資質を明
らかにして大学側に提示する必要がある。また、産業界は、大学からの要請に応じて産業界の
ニーズを踏まえた教育研究カリキュラムの作成に積極的に参画するなどの貢献を行っていくこ
とが求められている。 
このため、産業界と教育界が人材育成に関し幅広く対話を行い、具体的行動につなげる場で
ある「産学人材育成パートナーシップ」が創設されるとともに、大学等と国内外の企業等が協
働してイノベーション創出の中核となる若手研究人材を養成する「イノベーション創出若手研
究人材養成」（科学技術振興調整費）等により、博士号取得者の能力・資質の向上やキャリアパ
ス多様化に向けた取組を進めている。 
このような大学院教育等の充実とともに、実際に博士課程学生の指導に当たる大学教員の指
導能力の向上や意識改革も重要である。大学教員の中には、博士課程学生は将来アカデミアで
活躍すべき者であるという前提で指導に当たる者が多いとの指摘もあり、このため、博士課程
学生の多様なキャリア選択の機会が狭まっている可能性もある。大学教員自身が産学連携活動
等を通じて、産業界や社会のニーズに直

じか

に触れ、産業界や社会の求める人材像を把握すること
などが求められる。 
さらに、博士課程学生が同年代の就職者に比べて経済的に厳しい状況におかれ、望ましい能
力を持つ修士課程在籍者が博士課程進学を避ける要因となってはならないことから、博士課程
学生への支援を充実することが不可欠である。米国では、大学院生の約４割が生活費相当額の
支援を受けている1。我が国でも、日本学術振興会の特別研究員事業（ＤＣ）、ティーチング・
アシスタント（ＴＡ）、リサーチ・アシスタント（ＲＡ）等の支援を実施しているが、年間180
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万円以上の支給を受けている博士課程学生の割合は15％程度にとどまっている1。第３期科学
技術基本計画において「博士課程（後期）在学者の２割程度が生活費相当額を受給できること
を目指す」との目標を掲げており、引き続き目標の早期達成を目指す必要がある。 
次項では、自然科学系の博士号取得者の就業が期待される職業に関して、将来の就業拡大の
可能性を検討する2が、まずはこれら職業の現在の就業者数を示す3（第1-2-11表）。ここでは、
前述の「我が国の博士課程修了者の進路動向調査」において、博士課程修了者が就職していた
職業を参考に、自然科学系の専門性を活

い

かすことができると考えられる主要な職業を取り上げ
ている。 
 
第 1 2 11 表 博士号取得者（自然科学系）の就業が期待される主な職業と現在の就業者数  

 

(1) 大学・公的研究機関等における研究職

・ 大学等の本務教員（理学・工学・農学）
a 約5.0万人

・ 大学等の本務教員（保健）
a 約5.7万人

・ 公的研究機関等の研究者（理学・工学・農学・保健）
a 約4.1万人

・ ポストドクター（理学・工学・農学・その他融合分野）
b 約1.3万人

・ ポストドクター（保健）
b 約0.2万人

(2) 民間企業の研究開発関連の職種

・ 民間企業の研究者（理学・工学・農学・保健）
a 約53.2万人

・ 産業界における知財関係人材
c 約4.3万人

(3) 博士号取得者の新たな活躍が期待される職種

・ 中学校・高等学校の理数教科の教員
d 約12万人

・ 大学・公的研究機関等の事務系・技術系・知財・広報関係職員
e 約10万人

・ 知財関係人材f・産学官連携コーディネータg
（国、地方公共団体、公的研究機関等） 約1.2万人

・ 国家公務員（行政職俸給表(一)適用職のうちⅠ種等、Ⅱ種等試験任用者）
h 約5.6万人

・ 地方公務員（一般行政部門の職員）
i （約95万人）

・ 科学・技術コミュニケーター、起業者（ベンチャーなど）　　等

a  平成21年科学技術研究調査報告　　　b  ポストドクター等の雇用状況・博士課程在籍者への経済的支援状況調査（平成22年４月）

c  平成20年知的財産活動調査結果の全体推計値より、「教育・技術移転機関・公的研究機関・公務」に該当する事業所の

知財関係人材や個人出願人を除いた人数を計上

d  平成19年度 学校教員統計調査を基に算出

e  平成21年科学技術研究調査報告より、「大学等」、「公的機関」及び「非営利団体」に属する「研究補助者」、「技能者」及び

「研究事務その他の関係者」の合計（実数）

f　 平成20年知的財産活動調査結果の全体推計値より個人出願人を抽出し、これに登録弁理士数（うち社内弁理士と推計される者を

    除いた人数）と特許庁審査官・審判官（定員数）を合算

g　産学官連携支援データベースHPより

h　平成20年度一般職の国家公務員の任用状況調査　資料1-17 平成20年度における職員の在職、離職状況等一覧表より

 i　平成21年地方公共団体定員管理調査結果の概要（平成21年４月１日現在）より

    ただし、大卒以上を対象としている試験区分の任用者数は分からない  
  

注：本表には、上記の各種統計調査等の結果を基に試算した値も含まれているため、一部に重複計上や未計上もあり

得る。 

資料：文部科学省作成 
 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
1 科学技術政策研究所「ポストドクター等の雇用状況・博士課程在籍者への経済的支援状況調査（調査資料 No.182）」より 
2 本稿では、博士課程修了者の進路動向に関するデータの捕捉が十分でない中、その将来の就業拡大可能性の検討を試みているため、必

ずしも十分な推計ができていないとの課題がある。今後は、各大学・大学院が卒業生（博士課程修了者等）の進路動向の把握に努めるこ
とが重要であると考える。 

3 ここでは、保健分野に特有の職業である医師、歯科医師、薬剤師等は除いている。これらの職業は、保健分野の大学の課程（医学部、
歯学部、薬学部）を卒業すること等を条件とする各国家試験（資格試験）に合格して、国家資格（免許）を取得しないと就業することが
できないため、自然科学系全般に対して就業拡大が期待される職業には含めないこととした。なお、中学校・高等学校の教員への就業に
も、通常、教員免許状が必要とされているが、教職課程のある大学（教員免許課程認定大学）であれば、どの学部学科に所属していても
教職課程の履修による免許状取得が可能であるため、中学校・高等学校の理数教員は就業拡大が期待される職業として例示している。 
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② 大学等における動向 
自然科学系の博士課程修了者数及び大学教員採用者数の推移や、大学教員の年齢構成の推移
を見ると、(1)平成９年度以降、博士課程修了者数が大学教員採用者数を上回っていること（第
1-2-12図）、(2)ポストドクター等の人数は増加傾向にあるのに対して、37歳以下の若手大学
教員割合は減少傾向にあること（第1-2-13図及び第1-2-14図）、このため、(3)近年、「博士課
程からポストドクターを経て大学教員」というアカデミック・キャリアパスを歩むことが困難
な状況となっている。 
しかしながら、大学教員の年齢分布を見ると、団塊の世代の大学教員数が前後の世代に比べ
て多く在籍しており1、平成24年ごろからこれら団塊の世代の大量退職が見込まれることを勘
案すると、これを契機に各大学・大学院は若手教員の採用数を増加させることも可能となる。
大学においては、この機会をとらえて若手研究者、高齢研究者の人事の在り方を見直すことな
ど、適確な人事構成を構築することが求められる。 
 
第 1 2 12 図 大学教員採用者数と博士課程修了者数の推移（自然科学系）  

 
第 1 2 13 図 大学・公的研究機関等におけるポストドクター数の推移（自然科学系）  

 
1
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 第 1 2 14 図 大学における若手ポストの状況（全分野）  

 
③ 民間企業における動向 
博士課程修了者にとって、民間企業は大学等と並んで主要な就職先である。そこで、第1-2-8
表を基に、自然科学系の博士課程修了者全体に占める民間企業への就職割合を算出すると約
16％となる。理工農系に限定して民間企業就職割合を算出すると約24％となる。また、留学
生と社会人学生を除く一般学生についての民間企業就職割合は、自然科学系では約14％、理工
農系では約22％となる。一方、米国では、科学者・技術者として雇用されている博士号取得者
（主に自然科学系）のうち約３割が営利企業に在籍している1。 
我が国の民間企業における博士課程修了者の採用実績を見ると、「毎年必ず採用している」及
び「ほぼ毎年採用している」と答えた企業の割合が10％程度と低い水準で推移しており、博士
課程修了者の採用に消極的な態度がうかがわれる（第1-2-15図）。また、民間企業の研究者に
占める博士号保有者の割合は約４％と少ない（第1-2-16図）。 
 
第 1 2 15 図 博士課程修了者の民間企業での研究者としての採用実績  

 
1
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第 1 2 16 図 企業等における博士号保有者の人数及び研究者に占める博士号保有者の割合  

 
しかし、民間企業の博士号保有者数が、過去７年間で３割程度（約5,000人）増加している
ことからすると、博士号保有者への民間企業のニーズは、高まりつつあると考えられる（第
1-2-16図）。また、採用した研究者の能力・資質についての採用後の印象は、学士号取得者を
除き、「期待を上回った」及び「ほぼ期待通り」との回答が約８割を占めている。「期待を上回
った」との回答割合は、ポストドクターにおいて最も高く、次いで博士号取得者、修士号取得
者、学士号取得者の順となっている。逆に、「期待を下回る」との回答割合は、ポストドクター
において最も低く、次いで博士号取得者、修士号取得者、学士号取得者の順となっている（第
1-2-17図）。このように、民間企業は採用した博士号取得者及びポストドクターに対しては高
く評価している。 
 
第 1 2 17 図 採用した研究者の能力・資質についての採用後の印象  

 
景気や経済動向により変動する将来の民間企業の採用動向を予測することは困難ではあるが、
(1)グローバル化の進展は、世界で通用する博士号取得者の民間企業におけるニーズを増大させ
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る可能性を有していること、(2)社会人博士課程学生が近年増加傾向にあることや、企業内の博
士号取得者が過去７年間で約5,000人増加していること、(3)民間企業等の知財関係人材は、平
成15年度の39,024人から平成19年度の47,851人へと、過去４年間で約9,000人増加してい
ること1、(4)現在、民間企業の研究者（自然科学系）は約53万人であり、毎年約2.4～2.6万人
が新規採用されていること2などを踏まえれば、将来的には、博士号取得者の採用を米国並みに
拡大できる可能性はあると考えられる。 
 
④ 博士号取得者の新たな活躍が期待される職業 
科学・技術と社会との関係の高度化・複雑化に伴って、科学・技術と産業や社会一般を媒介
する人材（知財関係人材、産学官連携コーディネータ、科学・技術コミュニケーター等）や、
高度な科学・技術をマネジメントできる人材（技術経営人材、プログラム・オフィサー、リサ
ーチ・アドミニストレータ等）などの新しい科学技術分野・融合分野の人材が求められるよう
になってきた（第1-2-18図）。 
 
第 1 2 18 図 様々な科学・技術人材の不足感  

 
具体的には、競争的資金制度の運営に当たっては、個々のプログラムにおける研究課題の選
定、評価、フォローアップ等の評価システムにおいて、これらの実務の要となる専門家の存在
が不可欠とされ、ファンディング機関に研究課題管理者（プログラム・オフィサー）が配置さ
れているが、我が国では、大学等の研究者がプログラム・オフィサーを兼務するのが大部分の
例であり、ファンディング機関の常勤のプログラム・オフィサーはごく少人数しかいない。一
方、米国では、博士号を保有する常勤のプログラム・オフィサーが配置されており、国立衛生
研究所（ＮＩＨ3）で約1,100人、国立科学財団（ＮＳＦ4）で520人（2008年）のプログラム・
オフィサーが存在している。米国の状況と比較して考えると、我が国においても、競争的資金
の拡充に応じたしっかりとした評価システムを設けることが必要であり、このためには評価の
ための人員強化が求められ、博士号を保有する常勤のプログラム・オフィサーの配置を促進す

 
1  
2  
3  
4  
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ることが必要と考えられる。 
また、米国では、博士号取得者が大学の管理・運営部門に多数在籍し、大学の組織運営を担
っており1、大学におけるマネジメント機能の充実が図られている。例えば、競争的資金の申請・
管理という面から研究支援活動を担うリサーチ・アドミニストレータ（ＲＡ）2という職種が専
門職として確立している。米国では、このような人材が活躍することにより、大学における研
究が高度化し、イノベーション創出にもつながっている。このような研究開発内容を理解した
上で適切に研究の管理・運営等を行うことができる人材は、研究者と協働して研究開発活動や
イノベーション活動の一翼を担う重要な人材である。このような人材は、従来、研究支援者と
呼ばれてきたが、本白書では、専門性を有するこれらの人材を「研究開発支援・運営専門人材」
と称する3。将来的には、我が国の大学等においても、マネジメント機能の高度化・専門化のた
め、博士号取得者が研究開発支援・運営専門人材として活躍することが期待される。 
さらに、理数科目が得意な自然科学系の博士号取得者は、中学校・高等学校の理数教員とし
てもその活躍が期待される。例えば、秋田県では、平成20年度に全国で初めて、高度な専門知
識を持つ人材を学校現場に配置し、理数系教育のより一層の充実と学校教育の活性化を促すこ
とを目的に、博士号取得者を対象とした教員採用試験を行い、初年度には５人の博士号取得者
を教員に採用した。 
加えて、大学等の研究成果を効果的に社会につないでいくためには、産業界等への技術移転
活動及び他機関や産業界、地方公共団体等との連携促進・強化に取り組む必要があり、これを
担う専門人材（産学官連携コーディネータ）の更なる育成強化が求められている。また、大学
や企業等の研究開発・製品開発の現場では、知的財産の保護・活用戦略を踏まえて研究開発活
動を行える人材が不足していると言われている。科学・技術に関する高度の専門性・素養に加
えて、知的財産制度や技術戦略、経営戦略等の技術経営に関する知見も必要とされるこれらの
人材（知財関係人材）として、今後、自然科学系の博士号取得者の活躍が期待される。さらに、
科学・技術の高度化に伴い、分かりやすく親しみやすい形で国民に科学・技術を伝え、国民と
の対話を通じて説明責任と情報発信を強化する活動の重要性が高まっている。これらの活動を
担う科学・技術コミュニケーターの必要性が増大しており、科学館や博物館等の職員や科学ジ
ャーナリストとして、高度の専門性や豊かな素養を有する博士号取得者が活躍することが期待
される。 
このように、新しい人材に対するニーズは高まっており、今後は、職業としての定着が課題
である。現在、中学校・高等学校の理数教員が約12万人、大学等の事務系・技術系・知財・広
報関係職員が約10万人、国や地方公共団体、公的研究機関等の知財関係人材及び産学官連携コ
ーディネータが約1.2万人で、これらの職業に23万人程度の就業者がいると推定される（第
1-2-11表）。このうち博士号取得者の占める割合は低いと考えられるが（第1-2-7表）、前述の
博士号取得者への多様なニーズを踏まえると、将来的にはその採用が拡大する可能性も十分に
あると考えられる。また、国家Ⅰ種及びⅡ種試験で新規に採用される国家公務員（行政職俸給
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表(一)適用職員）は、平成20年度実績で2,531人である1。現在、自然科学系の博士課程修了者
のうち国家公務員への就職者2数は100人程度にとどまっているが、高い資質と使命感を有する
多様な人材確保のため、採用試験制度の見直し方針が示され、総合職試験に院卒者試験が創設
されることなどから、今後は、国家公務員を目指す博士課程修了者の拡大も期待される。 
今後、大学・産業界・行政を含めて社会総がかりで取り組むことにより、有能な博士号取得
者が多様な場で活躍し、その知恵を社会全体が享受できるような未来社会の構築も夢ではない。 
このような社会では、優れた若者が博士課程へ希望を持って進学できる環境が醸成されるた
め、大学をも含めて我が国全体の科学・技術力の向上が図られる。このためには、大学院教育
を通じて、高度な専門性とその基礎となる豊かな学識を有し、社会の多様な場で活躍できる博
士号取得者を生み出していくことが当然ではあるが、社会の側も、優秀な博士号取得者が多様
な場で活躍できるような社会を積極的に形成していくことが求められる。 
 

3 4
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1

 
（４）若手研究者の自立的研究環境の構築 
① 若手研究者の養成の意義と重要性 
国際的な知の競争や技術的・経済的競争が激化している中にあって、我が国が世界に伍

ご

して
科学・技術を発展させていくためには、科学・技術を担う優秀な若手研究者の養成とその活躍
の促進が不可欠であり、世界で存在感を示せる若手研究者の養成が求められている。 
ポストドクターの経験と論文生産性の関連性を見ると、ポストドクターの経験を有する研究
者は経験のない研究者よりも、特に英語論文において高い生産性を示している（第1-2-19図
(1)）。また、研究者の海外移動経験と論文生産性の関係を見ると、海外移動経験がある研究者
の方が、英語論文の生産性が高くなっている（第1-2-19図(2)）。これらから、国際的に活躍
できる若手研究者の養成にとって、ポストドクター経験や海外移動経験が重要であることがう
かがわれる。特に、ポストドクターなどの比較的若い時期に海外経験を積むことは、国際的な
研究者のネットワークへ早い段階で参画し、自らの存在感を示す機会が増大することを意味す
る。このため、優秀なポストドクター等の若手研究者に、海外の研究機関での国際水準の研究
機会を提供する取組の強化などが必要とされる。 

 
1
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第 1 2 19 図 ポストドクター経験・海外本務経験と論文生産性  

 
② 若手研究者の流動性の状況 
我が国の研究者の国内外の流動性を見ると、これまでに異動した経験がある者の割合は
66.1％と過去の調査結果に比べて増加しているものの、そのうち海外経験のある者の割合は
10.6％にとどまっている（第1-2-20図）。また、すべての回答者のうち、近い将来海外で研
究を行う予定のある者は2.0％と非常に少なくなっている。平成20年度科学技術の振興に関す
る年次報告（平成21年版科学技術白書）においても「我が国研究者の内向き志向が鮮明に表れ
ている」と指摘したが、現状では大きな変化はないと考えられる。「科学技術の状況に係る総
合的意識調査（定点調査2008）（平成21年３月）」によると、我が国の若手研究者が海外の
大学・研究機関へ就職・研究留学しない大きな要因としては、帰国後のポジションへの不安や、
海外への留学に見合う経済的なリターンが期待できないことが挙げられている。 
我が国では、従来の日本学術振興会等による研究者の海外派遣支援に加え、平成21年度第１
次補正予算及び平成22年度予算で、集中的に若手研究者等を海外へ派遣する制度を設けた。我
が国研究者の海外研鑽

さん

機会の拡大に向けては、これらの措置に加えて、大学等において、帰国
時のポストの確保、研究者の公募・採用時の審査における海外実績の考慮などの適切な運用を
図る努力も求められている。 
 
第 1 2 20 図 これまでの経歴における異動経験及び海外勤務経験の有無  
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③ 若手研究者の自立的研究環境の整備に向けて ～テニュア・トラック制の普及・定着 
若手研究者に自立と活躍の機会を与え、将来につながる研究の基礎を築かせることは、優れ
た若手研究者を養成する上でとりわけ重要である。文部科学省では、平成18年度より、科学技
術振興調整費「若手研究者の自立的研究環境整備促進」を実施し、テニュア・トラック制1を導
入する研究機関を支援している。平成21年度現在、本事業により34大学においてテニュア・
トラック制が導入され、これにより、平成18～20年度において若手研究者387人が採用され
ている。 
このように現時点では、テニュア・トラック制を導入している大学の数や本制度で採用され
る若手教員数（テニュア・トラック教員採用数）は少ないが、本制度に対しては、 
・若手研究者ポストの確保や若手研究者の育成システムなど部局を超えた人事の見直しの契
機となっている 
・本制度に基づく採用により全般的に優秀な研究者が採用され、充実した研究環境と相まっ
て優れた成果があげられている 
・本制度は公正で透明性の高い採用手続で安定的な職を得るための制度として機能してお
り、ポストドクターにとって魅力的なものとなりつつある 

などの総じて高い評価が示されている2。 
また、平成21年11月に行われた行政刷新会議の事業仕分けにおいては、前記の若手研究者
養成に関する科学技術振興調整費の事業等に対して、予算要求の縮減との評価結果が示された
が、この評価結果に対する反対意見が多くの研究者から寄せられた。例えば、「テニュア・ト
ラック制が日本に定着しなければ、優秀な若手研究者は海外に流出して日本に戻って来なくな
る」、「テニュア・トラック制は、ポスドク問題を解決するもので、むしろ拡大すべき」など、
その多くがテニュア・トラック制の定着・充実を求める内容であった。 
テニュア・トラック制は、優秀な研究者を正当に評価して選抜する制度であり、大学が適切
な制度運用を図れば、有能な若手研究者にとってはそのモチベーションを上げる良い目標とな
り得るものである。実際、「若手研究者の自立的研究環境整備促進」を実施している機関の中
間評価で高評価を得た４大学（北海道大学、東京農工大学、信州大学、九州大学）では、全学
的協力の下、テニュア・トラック教員の多数にテニュア職3を与えることを可能とするような人
員計画を立てており、採用段階の審査で優秀な研究者を選び、テニュア・トラック期間でこれ
を確認するという「いい人を残す」制度として本制度を運用している。 
このように本制度は、優秀な若手研究者の活躍促進のために必要な仕組みであり、今後、我
が国においても、「博士課程からポストドクター、その後のテニュア・トラック教員を経てテ
ニュア教員」というキャリアパスを重要なアカデミック・キャリアパスとして確立するために、
普及・定着に向けた取組が求められる。 
さらに、若手研究者に自立と活躍の機会を与えるためには、テニュア・トラック制の普及・
定着に加えて、若手研究者が挑戦的・独創的に研究を進め、その能力を最大限発揮しつつ切
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するための若手向け研究資金を充実していくことも必要である。このため、従来の科学研
究費補助金（若手研究）等の競争的資金に加えて、今般の政権交代を契機として、総合科学技
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術会議では、平成21年度第１次補正予算における最先端研究開発支援プログラムの全体を見直
し、500億円を若手研究者等のための新たな支援策「最先端・次世代研究開発支援プログラム」
に充てることとした。また、平成22年度予算では、「最先端研究開発戦略的強化費補助金」を
創設し、若手研究者等が活躍する研究基盤の整備強化を図っている。 
 

（５）次代を担う人材の育成 
① 次代を担う人材の理数系学力の現状 
我が国が将来にわたって優れた科学・技術人材を確保・育成していくためには、次代を担う
児童生徒の科学・技術に対する興味・関心や、豊かな創造性、理数教科の素養を涵

かん

養すること
が重要である。 
初等中等教育段階における国際学力調査［「経済協力開発機構（ＯＥＣＤ1）生徒の学習到達
度調査（ＰＩＳＡ）」及び「国際数学・理科教育動向調査（ＴＩＭＳＳ）」］の結果によると、
我が国の生徒は、ＰＩＳＡ調査の数学的リテラシー2の平均得点が、534点から523点に低下し
ていることから、数学的リテラシーに関して、知識・技能を実際の場面で活用する力に課題が
見られる（第1-2-21図）。 
 
 第 1 2 21 図 国際学力調査（ＰＩＳＡ調査及びＴＩＭＳＳ調査）の状況  
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② 科学・技術への興味・関心の状況 
次に、児童生徒の科学・技術に関する興味・関心について見ると、前述のＰＩＳＡ調査にお
いて、諸外国と比べて我が国では、科学への興味・関心や科学の楽しさを感じている生徒の割
合が極端に低い結果となっている。「科学を学ぶことの楽しさ」に関する肯定的回答の割合を見
ると、ＯＥＣＤ平均が57％であるのに対して、我が国は45％と低水準である。 
また、ＰＩＳＡ調査の「私は理科の科目からたくさんのことを学んで就職に役立てたい」と
の質問に関する肯定的回答の割合は、ＯＥＣＤ平均が56％であるのに対して、我が国は39％
と極めて低い水準となっている。さらに、同ＰＩＳＡ調査における生徒の科学・技術関連職業
への就職希望割合について、国立教育政策研究所が分析したところ、我が国は約17％で、米国
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やカナダの約半分と低い水準となっている1（第1-2-22図）。 
 
③ 次代を担う人材の科学・技術に関する潜在的能力 
我が国では、高校１年では総合的な理数科目を履修し、翌年以降に科目選択を決定すること
が一般的であるため、高校１年段階での生徒のキャリア意識は、その後の科目選択と進路選択
に大きく影響する。高校１年段階の生徒のキャリア意識は、生徒の理数系学力と並んで、将来
の科学・技術人材を予測する重要な要素といえる。 
このような認識の下に、国立教育政策研究所では、ＰＩＳＡ調査結果を分析して、各国の理
科教育が科学・技術人材育成に寄与している程度を指標化し、国際比較することを試みた2。 
まず、ＰＩＳＡ調査で30歳時に科学・技術関連職業に就いていると期待している生徒を「科
学・技術キャリア意識を持つ生徒」と、科学的リテラシー3の得点の習熟度レベルがレベル５以
上の生徒を「科学に関する高学力層の生徒」として、それぞれの割合を国際比較すると、米国
では、科学・技術キャリア意識を持つ生徒の割合は高いが、科学に関する高学力層の生徒の割
合は低いのに対して、我が国及びフィンランドでは、科学・技術キャリア意識を持つ生徒の割
合は低いが、科学に関する高学力層の生徒の割合は高いことが分かる（第1-2-22図）。 
 
第 1 2 22 図 科学・技術キャリア意識を持つ生徒、科学に関する高学力層の生徒の割合  
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国立教育政策研究所では、これらのＰＩＳＡ調査結果を前提に、「科学・技術キャリア意識を
持ち、かつ科学に関して高学力を示す生徒数」について国際比較したところ、我が国（5.3万
人）は、米国（15.9万人）に次ぐ生徒数となっている。また、この結果を人口当たりの生徒数
で換算し比較すると、我が国は、カナダ（1,000人当たり74人）には及ばないが、比較的高い
値（1,000人当たり48人）を示している（第1-2-23図）。 
 
 第 1 2 23 図 科学・技術キャリア意識を持ち、かつ科学に関して高学力を示す生徒の人口比割合  

 
今後の急速な少子化の進展の中で、次代を担う科学・技術人材を質的にも量的にも十分に確
保するためには、児童生徒が継続的に科学・技術への関心を向上させ、発達段階に応じて、切
れ目なく才能を伸ばせる体系的な人材育成に取り組むことが必要である。このため、文部科学
省及び科学技術振興機構においては、小中学校での理数教育の強化充実、実験教室や体験学習
の実施、優れた科学者・技術者に触れ合う機会の提供、各地の科学館等の支援強化などを通じ
て、理数好きの子どもの裾

すそ

野を拡大するとともに、科学・技術に才能を有する児童生徒を見い
だし、その優れた才能を大きく伸ばすため、「スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）」に
より、先進的な理数教育を行う高等学校等に対して、学習指導要領によらないカリキュラムの
開発・実践や、課題研究の推進、観察・実験等を通じた体験的・問題解決的な学習等を支援し
ているほか、「未来の科学者養成講座」等の発展的学習機会の提供や国際科学技術コンテストへ
の支援などを実施している。 

創造的な研究環境の整備に向けて  
（１）研究時間の状況 
大学等において、優れた研究成果を上げるためには、研究者の研究時間の確保が不可欠であ
る。 
文部科学省が実施した「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」結果を基に、
大学教員についてフルタイム換算（ＦＴＥ1）係数の変化を見ると、平成13年度から平成19年
度の６年間に、全分野平均で0.465から0.362に低下している。平成13年度と比べると、自然
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